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平成24年５月定例府議会一般質問（概要） 

 

平成24年５月23日 

西 惠司 議員 

 

 

 

１ 関西国際空港 

<西議員> 

伊丹空港存続が関西国際空港の国際ハブ化を妨げたことよる南大阪の経済的・政治的損失は

計り知れません。できる限り早く伊丹空港を廃港すべきです。しかしながら、廃港に際し、地

元の不安を取り除くためにも伊丹空港用地を「副首都」の資源とするような大きな戦略が必要

であり、このことを国に働きかけるよう知事に申し上げます。 

 

２ 関西広域連合 

<西議員> 

関西広域連合についての最終目標は何かを知事にお尋ねします。 

 

<松井知事> 

関西広域連合設立の狙いは、①広域課題に地域が主体的に対応できる現実的な仕組みを作

り、地方分権改革の突破口を開く、②関西における広域行政を展開する、③国と地方の二重行

政を解消する、の３点に集約されます。また、観光や産業など分野別広域計画を策定し、圏域

全体の活性化等に向けた具体的取組みを積み重ねて中央集権体制と東京一極集中を打破し、地

域の自己決定・自己責任を貫ける分権型社会を実現することを目標としています。 

 

<西議員> 

奈良県の参加について知事自身のお考えと今後どうしていくのか見解をお尋ねします。 
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<松井知事> 

関西が一体となって広域的な行政課題に取り組むためには奈良県に是非とも関西広域連合

への参加をお願いしたい。府議会の皆様からも一緒に働きかけをお願いします。 

 

<西議員> 

私なりに提案しますと、奈良県の参加により京奈和自動車道の整備やリニア中央新幹線の早

期全線整備などにもより一層の取組みを進めることが可能となり、波及効果は関西全体にも広

がります。また、電力不足が叫ばれる中、水力発電所は奈良県内において多く立地し、水資源

活用や水源涵養の森林の保全整備などは関西全体の課題でもあり、このような温もりが感じら

れる施策を広域連合で進めるべきです。 

 

３ 大阪府都市開発株式会社（ＯＴＫ） 

<西議員> 

ＯＴＫ株式売却をどのようにするのか都市整備部長にお尋ねします。 

 

<都市整備部長> 

府保有株式を公募により一括売却します。公募に当たっては、鉄道やトラックターミナルの

公益的事業の継続を前提とした一定の条件設定を行います。このような条件設定の下、民間に

経営を委ねることで事業のさらなる発展、府民・利用者の利便性向上につなげていきます。 

 

<西議員> 

ＯＴＫ株式売却に際し、地元府民から通学・通勤定期券の割引率拡大や運賃引下げなど強い

要望があり、このような要望・意向をどのように実現するのかを都市整備部長にお尋ねします。 

 

<都市整備部長> 

泉北高速鉄道の料金引下等の利便性向上に向けた提案を求め、公募の際、料金の現状や地域

要望等に関する情報を提供するなど地域の思いの実現につながる提案が得られるよう工夫し

てまいります。 

 

<西議員> 

 株式売却先を決定する選定委員会には、地元の意向を反映できるよう委員を選任すべきと考

えます。これについてどのような考えかを都市整備部長にお尋ねします。 

 

<都市整備部長> 

 選定委員会は、売却手続きの公平性・客観性を確保するため、弁護士や公認会計士、学識経

験者により設置します。地元要望については、株式売却公募時に情報を提供するなど地域の思

いの実現につながる提案が得られるよう工夫してまいります。 
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<西議員> 

 株式売却においては、通学・通勤定期券割引率拡大や運賃の引下げ、初乗り運賃の廃止など、

地元や府民の今以上の利便性向上を第一とし、透明性をもって選定するよう強く要望します。 

 

 

 

４ 府営住宅の耐震化のさらなる推進 

<西議員> 

府営住宅の耐震化の積極的な推進について、住宅まちづくり部長にお尋ねします。 

 

<住宅まちづくり部長> 

府営住宅耐震化については、「府営住宅ストック総合活用計画」に「平成27年度末までに90％

以上」との目標に新たに「平成32年度末までに95%以上」との目標を定めました。特に大規模

団地の建替えでは、中層住宅の耐震改修を選択枝に入れ、複合的に事業を実施することで期間

短縮と早期耐震化を図ることとしています。 

 

<西議員> 

地元・八田荘住宅では、ほとんどが耐震性能は低く、入居者からいつから着手するのかなど

の問合せが来ます。府営住宅の耐震化推進に際し、住民に対し、現在の耐震性能状況や事業進

捗について周知するとともに、地元市との協議はスピード感をもって進め、早期耐震化を図る

よう速やかに設計を行い工事に着手するよう要望します。 

 

５ 警察署の新設 

<西議員> 

大阪府警察は、平成22、23年と街頭犯罪８手口の認知件数を大幅に減少させるなど、治安回

復に大きな効果を上げていますが、地元の西堺警察署における平成23年中の街頭犯罪認知件数

は府下トップクラスとなっています。中区へ警察署を設置して犯罪件数減少の一翼にしたい。 


